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の深掘分析について

指標・データ集

参考資料２－3



指標・データ集 目次

深掘分析の実施（分析項目１）優秀な若者の博士後期課程への進学・・・・・・・・ P3
主要指標・参考指標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P4
追加のデータ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P16

深掘分析の実施（分析項目２）厚みのある基礎研究・学術研究の推進・・・・・・・P33
主要指標・参考指標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P34
追加のデータ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P36

深掘分析の実施（分析項目３）ダイバーシティの確保、研究時間の確保、知の交流・P53
主要指標・参考指標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P54
追加のデータ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P72



3

深掘分析の実施（分析項目1）

優秀な若者の博士後期課程への進学

①博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの拡大

②大学等において若手研究者が活躍できる環境を整備



4
A-1基本計画の目標が達成されているか。

対応するロジックチャートの
要素 区分 指標 内訳等分析の視点

優秀な若者が、誇りを持ち博
士後期課程に進学し、挑戦に
踏み出す

参考指標 人口当たりの博士号取得者数 • 分野別
• 国公私立大学別

優秀な若者が、博士後期課
程に経済的な心配をしない

主要指標 生活費相当額程度を受給する博士後
期課程学生

• 分野別

優秀な若者が、博士後期課
程進学後の将来の活躍に展
望が描ける状況となる

主要指標 産業界による理工系博士号取得者の
採用者数

• 分野別
• 産業別 ※
• 企業規模別 ※

主要指標 若手研究者（40歳未満の大学本務
教員）数と全体に占める割合

• 分野別
• 大学別 ※

主要指標 研究大学における、35～39歳の大学
本務教員数に占めるテニュア教員及び
テニュアトラック教員の割合

• 大学別 ※

①設定されている既存指標について、全体傾向だけではなく内訳等も収集して達成状況の分析を実施

※ 本資料では以下の理由により分析未実施。
・非公開データであり各省照会により取得する必要がある。
・既存指標の出典からは取得できないため別出典による推計・集計が必要である。

E

F

G

H

I



5人口当たりの博士号取得者数

人口百万人当たりの博士号取得者数

A) 過去の値
（5年前程度）

B) 最新値 A) から B) の
増減傾向

6期基本計画
の目標値

人口当たりの博士号取得者数：121人【2013】 120人【2018】 ↘ ー

参考指標
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韓国

米国
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注1) 日本は当該年度の4月から翌年3月までの博士号取得者数を計上。
注2) 米国の博士号取得者は、“Digest of Education Statistics”に掲載されている“Doctor's 

degrees”の数値から、“Professional fields”（以前の第一職業専門学位：First-
professional degree）の数値を全て除いた者である。

注3) 「米国＊」の博士号取得者は、“Digest of Education Statistics”に掲載されている
“Doctor's degrees”の数値である。

（出典）以下の資料に基づき作成。
日本：文部科学省、「学位授与状況調査」
米国：NCES, IPEDS,“Digest of Education Statistics” 
韓国：韓国教育省・韓国教育開発院、「教育統計年報」
中国：2014年度以前は文部科学省、「教育指標の国際比較」、2015年度以降は

中華人民共和国教育部、「中国教育統計数据」
その他の国：文部科学省、「教育指標の国際比較」、「諸外国の教育統計」

先進諸国が人口当たりの博士号取得者を伸ばすなか、日本は20年以上横ばいを続けている。

E



6人口当たりの博士号取得者数

日本の博士号取得者数（分野別）

参考指標

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2020」を基に三菱総合研究所が加工・作成。

近年、博士号取得者数は減少傾向。
保健以外は各分野で減少傾向だが、その中でも
工学や人文社会科学の減少が大きい。
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日本の博士号取得者数（国公私立大学別）
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設置形態別にみると、博士取得者の7割弱を国
立大学が占めており、博士号取得者の減少も国
立大学によるところが大きい。

10年以上にわたって、国公私立大学の構成比
はほぼ変わっていない。

E



7

受給なし
54.1%

60万円未満
23.5%

60～120万円未満
7.1%

120～180万円未満
4.8%

180～240万円未満
2.6%

240万円以上
7.6%

受給額不明
0.5%

（注）回答から漏れていた特別研究員（DC）の受給者が「受給なし」に分類されていたため、実際は年間240万円を受給しているものと仮定して、補正している。
（出典）左図：平成25年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「博士課程学生の経済的支援状況と進路実態に係る調査研究」（平成26年5月三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）を基に作成。

中央：平成28年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「博士課程学生の経済的支援状況に係る調査研究」（平成29年3月 株式会社インテージリサーチ）を基に作成。
右図：令和元年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「博士課程学生の経済的支援状況に係る調査研究」（令和2年3月 株式会社リベルタス・コンサルティング）を基に作成。

生活費相当額程度を受給する博士後期課程学生

生活費相当額受給者
10.2%

生活費相当額受給者
10.4%

生活費相当額受給者
10.1%

平成24（2012）年度時点 平成27（2015）年度時点 平成30（2018）年度時点

※貸与型奨学金を除く
※授業料減免、JASSO奨学金の返還免除を含む

※貸与型奨学金を除く
※授業料減免を含む

※貸与型奨学金を除く
※授業料減免を含む

（n=73,975） （n=51,024）
（n=41,283）

博士課程学生一人あたりの受給額

A) 過去の値
（5年前程度）

B) 最新値 A) から B) の
増減傾向

6期基本計画
の目標値

生活費相当額受給者数：7,527人【2012】 4,160人【2018】 ↘ 【2025年度迄】3倍(修士からの進学者数の7割に相当)
【将来】希望者全員受給者割合：10.2%【2012】 10.1%【2018】 ↘

主要指標

受給なし
52.2%

60万円未満
24.9%

60～120万円未満
7.5%

120～180万円未満
4.4%

180～240万円未満
2.8%

240万円以上
7.6%

受給額不明
0.6%

受給なし
54.6%

60万円未満
21.1%

60～120万円未満
6.4%

120～180万円未満
4.5%

180～240万円未満
2.5%

240万円以上
7.6%

受給額不明
3.3%

F



8生活費相当額程度を受給する博士後期課程学生主要指標

博士課程学生一人あたりの受給額（分野別）
生活費相当額受給者（受給額180万円以上）の割合が大きい分野は理学（23.3%【2018】）、工学（13.3%【2018】）、農学
（12.4%【2018】）であり、2012年度から2018年度にかけて理学では増加傾向。

（注）回答から漏れていた特別研究員（DC）の受給者が「受給なし」に分類されていたため、実際は年間240万円を受給しているものと仮定して、補正している。
（注）平成27（2015）年度時点、平成30（2018）年度時点では「商船」は調査対象となっていない。
（出典）左図：平成25年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「博士課程学生の経済的支援状況と進路実態に係る調査研究」（平成26年5月三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）を基に作成。

中央：平成28年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「博士課程学生の経済的支援状況に係る調査研究」（平成29年3月 株式会社インテージリサーチ）を基に作成。
右図：令和元年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「博士課程学生の経済的支援状況に係る調査研究」（令和2年3月 株式会社リベルタス・コンサルティング）を基に作成。

平成24（2012）年度時点 平成27（2015）年度時点 平成30（2018）年度時点
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2.1

2.3

6.8

6.1

4.2

16.7

9.3

8.4
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1.4

8.5

0.6

0.5

0.5

0.4

0.5

0.9

0.7

1.5

0.8

1.1

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(n=51,024)

人文科学
(n=4,257)

社会科学
(n=5,209)

理学
(n=4,903)

工学
(n=11,381)

農学
(n=2,682)

保健
(n=18,059)

商船
(n=0)

家政
(n=132)

教育
(n=1,313)

芸術
(n=281)

その他
(n=2,744)

支援なし 60万円未満 60～120万円未満 120～180万円未満 180～240万円未満 240万円以上 受給額不明
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9産業界による理工系博士号取得者の採用者数

A) 過去の値（5年前程度） B) 最新値 A) から B) の増減傾向 6期基本計画の目標値

産業界による理工系博士号取得者の採用者数：1,257人【2014】 1,151人【2018】 ↘
【2025年度迄】
約1,000名増加

主要指標

「民間企業」を進路とした理学・工学・農学博士後期課程修了者

2014年 2016年 2018年
割合 22.20% 26.48% 25.20%

実数 1,257人/5,657人中 1,397人/5,276人中 1,151人/4,570人中

（出典）
2014、2016年数値：内閣府資料及び「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」 https://www8.cao.go.jp/cstp/package/wakate/wakatepackage.pdf
2018年数値：2019年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（2020年3月株式会社リベルタス・
コンサルティング）

※当該指標に対応するデータとして、「民間企業」を進路とした理学・工学・農学博士後期課程修了者を用いるべきかは要検討。
本データは「新規の博士後期課程修了者のうち『民間企業』を進路とした者」であり、中途採用された博士後期課程修了者は含まれていない。
母集団の問題はあるものの、NISTEPの「博士人材追跡調査」を活用して推計・分析することは可能。

G



10産業界による理工系博士号取得者の採用者数主要指標

「民間企業」を進路とした理学・工学・農学博士後期課程修了者（分野別）

2014年 2016年 2018年

理学
割合 20.67% 28.39%

要取得照会 ※1

実数 271人/1,311人中 387人/1,363人中

工学
割合 25.33% 29.34%

実数 863人/3,407人中 885人/3,016人中

農学
割合 13.10% 13.93%

実数 123人/939人中 125人/897人中

2014年から2016年にかけて、理学、工学、農学いずれも博士号取得者の採用者数、割合ともに増加傾向。

（出典）
内閣府資料及び「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」 https://www8.cao.go.jp/cstp/package/wakate/wakatepackage.pdf

※1 2018年の分野別数値については、2019年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」
（2020年3月株式会社リベルタス・コンサルティング）で把握されているが公開されていないため、文部科学省へ照会が必要である。

「民間企業」を進路とした理学・工学・農学博士後期課程修了者（産業別）※2

「民間企業」を進路とした理学・工学・農学博士後期課程修了者（企業規模別）※2

※2 産業別、企業規模別数値については、（出典）資料及び調査研究では把握されていない。
母集団の制約はあるものの、NISTEPの「博士人材追跡調査」を活用して推計・分析できる可能性。

G

収集可能性を検討中



11若手研究者（40歳未満の大学本務教員）の数と全体に占める割合

（注）「任期無し」のデータは取得できないため、ここでは、大学本務教員数のデータを記載した。数字は各年度の10月1日現在。対象となる職種は、学長、副学長、 教授、准教授、
講師、助教、助手である。

（出典）文部科学省「学校教員統計調査」を基に作成。

大学本務教員の年齢別人数

A) 過去の値
（5年前程度）

B) 最新値 A) から B) の
増減傾向

6期基本計画
の目標値

若手研究者（40 歳未満の大学本務教員）の数：43,763人【2013】 41,072人【2019】 ↘
【2025年度迄】

１割増加
全体に占める割合：24.7%【2013】 22.1%【2019】 ↘ 【将来】３割以上

大学本務教員の年齢構成

参考指標
主要指標

34.7%

24.7% 22.1%

30.6%
29.3% 30.1%

21.2%

26.8%
28.1%

13.4%

19.2%
19.8%

0%

5%

10%

15%
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25%

30%

35%

40%
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割
合

年度

～39歳
40歳～49歳
50歳～59歳
60歳以上

42,031 

43,763 41,072 

37,111 

51,964 
55,895 

25,699 

47,501 
52,195 

16,264 

34,035 
36,756 

0

10,000

20,000
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40,000

50,000

60,000

1989 92 95 98 2001 04 07 10 13 16 19

人

年度

～39歳
40歳～49歳
50歳～59歳
60歳以上

H
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人文科学, 
14.8%

人文科学, 
14.0%

社会科学, 17.3%

社会科学, 
14.2%

理学, 23.5%
理学, 21.3%工学, 23.7%
工学, 20.9%

保健, 34.4%

保健, 30.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

1989 92 95 98 2001 04 07 10 13 16 19

4
0
歳

未
満

の
大

学
本

務
教

員
（
%
）

年度

人文科学 社会科学
理学 工学
農学 保健
商船 家政
教育 芸術
その他

若手研究者（40歳未満の大学本務教員）の数と全体に占める割合参考指標
主要指標

40歳未満の大学本務教員の専門分野別人数

2013年度から2019年度にかけて、保健、工学、社会科学、
理学、人文科学では40歳未満の大学本務教員数は減少
傾向。
一方、教育、家政では増加傾向。

3,409 3,163

4,105 3,357
3,533 3,205

5,924
5,323

21,112
20,403

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

1989 92 95 98 2001 04 07 10 13 16 19

4
0
歳
未
満
の
大
学
本
務
教
員
数
（
人
）

年度

人文科学 社会科学 理学 工学
農学 商船 家政 教育
芸術 その他 保健

（注）「任期無し」のデータは取得できないため、ここでは、大学本務教員数のデータを記載した。数字は各年度の10月1日現在。対象となる職種は、学長、副学長、 教授、准教授、
講師、助教、助手である。

（注）割合の算出方法は、「各年度・各専門分野の40歳未満の大学本務教員数」／「各年度・各専門分野の大学本務教員数」

（出典）文部科学省「学校教員統計調査」を基に作成。

40歳未満の大学本務教員の専門分野別割合

人文・社会科学は自然科学関連の分野に比べ、40歳未満
の大学本務教員の割合が低い。
2013年度から2019年度にかけて、多くの専門分野で40歳
未満の大学本務教員割合は低下もしくは横ばい。
特に、保健での割合の低下が著しい。

H



13若手研究者（40歳未満の大学本務教員）の数と全体に占める割合参考指標
主要指標

40歳未満の大学本務教員の大学別人数

文部科学省「学校教員統計調査」で大学別人数は把握されているが公開されていないため、文部科学省へ照会が必要である。

H

収集可能性を今後検討
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55
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歳

60

歳
～

構
成
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数

任期無し教員

テニュアトラック教員

任期付き教員

研究大学（卓越した成果を創出している海外大学と伍して、全学的に世界で卓越した教育研究、社会実装を機能
強化の中核とする「重点支援③」の国立大学）における、35～39歳の大学本務教員数に占めるテニュア教員及
びテニュアトラック教員の割合

「 35～39歳の大学本務教員数に占めるテニュア教員及びテニュア・トラック教員の割合：基本計画期間中に2019年における割合の1割増以上（※）」
※各大学や分野ごとに研究者の置かれた状況や当該割合がそれぞれ異なっていることに留意が必要であり、各大学において、それぞれの状況を踏まえ目標の達成を目指していくことが重要である。
特に、保健分野は医・歯学系の大学院において医療職の社会人院生などが在学しており、修了年齢が高くなる傾向がある。また、附属病院等に所属する医師や歯科医師などの医療職の教員が
含まれており、当該教員は診療業務や病院運営等において、大学部局と病院内の異動や連携する病院・診療所等へ派遣されるなど流動性が高い。これらのために「任期付き」で運用されている
ケースが多い点等を考慮する必要がある。（個々の年代、教員区分の試算の数値はあくまでも試算上の一例であることに注意）

（出典）文部科学省による国立大学本務教員数の調査結果を内閣府にて集計、作図

2019年（調査結果）

A) 過去の値（5年前程度） B) 最新値 A) から B) の増減傾向 6期基本計画の目標値

35～39歳のテニュア教員及びテニュアトラック教員の割合：― 44.8%【2019】 ― 【2025年度迄】1割増加
(2019年の割合の1割増）

2025年（試算）

主要指標

44.8%

35.6%

50.0%

38.1%

I



15研究大学（卓越した成果を創出している海外大学と伍して、全学的に世界で卓越した教育研究、社会実装を機
能強化の中核とする「重点支援③」の国立大学）における、35～39歳の大学本務教員数に占めるテニュア教
員及びテニュアトラック教員の割合

主要指標

35～39歳のテニュア教員及びテニュアトラック教員の割合（大学別）

文部科学省による国立大学本務教員数の調査結果にて大学別の状況は把握されているが公開されていないため、文部科学省
へ照会が必要である。

I

収集可能性を今後検討
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A-1基本計画の目標が達成されているか。

対応するロジックチャー
トの要素 追加指標等候補（案） データ/情報出典等 備考

優秀な若者が、誇りを
持ち博士後期課程に
進学し、挑戦に踏み出
す

(1) 博士課程への進学率 学校基本調査 指標となっている博士号取得者数を補完し、ボトルネックを明らか
にする。

(2) 博士課程へ進学する人材の状況 NISTEP定点調査 博士課程進学について質的な状況を補完。

(3) 大学院の社会人学生数 学校基本調査 ストレート進学と共に増加している社会人学生の状況を見る。

(4) 博士課程の満足度 NISTEP 「博士人材追跡調査（第2次)」 博士課程進学の要因として、博士課程教育の魅力を見る。

優秀な若者が、博士
後期課程に経済的な
心配をしない

(5) 博士課程後期を目指すための環境の整備 NISTEP定点調査 博士課程進学の環境について財政支援等の客観的指標を補完。

(6) 競争的研究費における（RAとしての）若手研究者
等への研究人件費の支出状況 ※現在は当該データなし e-CSTIの活用可能性あり

（e-RAD改修後にe-CSTIで将来的に）

優秀な若者が、博士
後期課程進学後の将
来の活躍に展望が描
ける状況となる

(7) 博士課程修了者の就職者の進路 学校基本調査 キャリアパスの不透明さが博士課程進学の障害となっているが、そ
の状況は分野、職業別に大きく異なっている。

(8) 民間企業で採用された研究開発者の学歴・属性
別割合 民間企業の研究活動に関する調査報告 民間企業へのキャリアパスの状況を見る。

(9) 博士課程修了者を採用している企業数 NISTEP「民間企業における博士の採用と
活用」

民間企業へのキャリアパスの状況を見る。（要検討）NISTEP「民
間企業における博士の採用と活用」は民間企業の研究活動に関
する調査報告から個票集計したものと思われる。

(10) 大学・企業等のセクター間を移動する研究者数 科学技術研究調査 研究者の柔軟なキャリアパスの実現状況を把握

(11) ポスドク人数・年齢階層別ポスドク数 NISTEP「ポストドクター等の雇用・進路に関
する調査」 ポスドクを経由したキャリアパスの状況を見る。

(12) 任期無し教員の年齢構成 文部科学省調べに基づき内閣府にて作成
データ e-CSTIの活用可能性あり

(13) URAの配置状況 文部科学省「大学等における産学連携等
実施状況」 「URAや高度な技術専門人材へのキャリアパス」の状況を把握

(14) 部門別研究支援者数の推移 NISTEP「科学技術指標2020」 研究支援人材の状況を把握

(15) 大学における専門的職員の配置状況 文部科学省「大学における専門的職員の
活用実態把握に関するアンケート調査」 「URAや高度な技術専門人材へのキャリアパス」の状況を把握

② 設定されている指標以外に追加データを収集して達成状況の分析を実施
・博士課程の進学状況について概観する。
・博士課程の進学促進に重要なアカデミア、ノンアカデミアのキャリアについて概観する。



17(1)博士課程への進学率追加データ

博士課程への進学率

日本の博士課程への進学率は合計・自然科学系全体ともに減少傾向。特に理学系は30年間で約半減。
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理学系は半減

【専調2ご意見】経済支援
だけでなく、コロナ禍の影響
も受けることに注意が必要



18(2)博士課程へ進学する人材の状況追加データ

望ましい能力を持つ人材が博士課程後期を目指しているか（意識調査）

（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所、 NISTEP REPORT No.189、科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020）、2021年4月

望ましい能力を持つ人材が博士課程後期を目指しているかについて、現状は全般的に不十分
（6 点尺度で、2016年3.5→2020年2.9に低下）。



19(3)大学院の社会人学生数追加データ

大学院学生のうち、博士・専門職はともに全般的に社会人割合が増加傾向。
年齢別の入学者数を見ると20代の入学者が減少しているが30代以上に大きな変化は見られない。

（出典）文部科学省「 学校基本調査」

学歴別社会人学生割合の推移
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（注）社会人とは、（１）職に就いている者（給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、（２）給料、賃金、報酬、その他の経常的な
収入を得る仕事から既に退職した者、（３）主婦・主夫
（注） ｢修士課程｣には、,修士課程及び博士前期課程（医歯学、薬学（修業年限4年）獣医学関係以外の一貫制課程の1・2年次の課程を含む。 ）の入学者が含まれ
る。



20(4)博士課程の満足度追加データ

博士課程プログラムの満足度

（出典）
文部科学省 科学技術・学術政策研究所、 NISTEP REPORT No.174、博士人材追跡調査（第2次）、2018年2月

博士課程プログラム満足度は全体としては下降気味。
内訳では、「満足している」（42.5％→25.3％）が大きく減少し、「まあ満足」「どちらでもない」が増加。
一方で、「満足していない」全体としては微増（「全く満足していない」は微減）。
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21(5)博士課程後期を目指すための環境の整備追加データ

（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所、 NISTEP REPORT No.189、科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020）、2021年4月

博士課程への進学状況と進学するための環境（意識調査）

博士課程後期を目指すための「環境の整備」は全般的に不十分
（6 点尺度で、2016年3.5→2020年3.0に低下）。



22(6)競争的研究費における（RAとしての）若手研究者等への
研究人件費の支出状況

追加データ

現時点では当該データ/情報はない。
府省共通研究開発システム（e-Rad）改修後の機能追加によって、将来的にe-
CSTIによるデータ取得可能性あり。
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職業別

(7)博士課程修了者の就職者の進路追加データ

（出典）文部科学省「 学校基本調査」

博士課程修了者の職業別進路では研究者は横ばいだが、教員は直近では微増。
一方の医療・保健は全般的に増加傾向。
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24(7)博士課程修了者の就職者の進路

（出典）文部科学省「 学校基本調査」

自然科学系では、医療・福祉は増加、教育・学習支援業は減少。学術研究、専門・技術サービス業は横ばい。
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25(8)民間企業で採用された研究開発者の学歴・属性別割合追加データ

（出典）
文部科学省科学技術・学術政策研究所「 民間企業の研究活動に関する調査報告2020 」

民間企業が採用した研究開発者の学歴割合

民間企業で採用された研究開発者は、博士新卒割合は低調であり、修士新卒割合は減少傾向。
中途採用割合は一時期落ち込んだものの近年急増。

修士新卒も減少

中途採用が増加

博士新卒は低調



26(9)博士課程修了者を採用している企業の割合追加データ

出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業における博士の採用と活用 －製造業の研究開発部門を中心とするインタビューからの示唆－ 」

博士課程修了者を一度も採用していない企業が多く存在する一方、毎年採用している企業も存在。
企業規模が大きいほど博士課程修了者を採用している傾向が見られる。



27(10)大学・企業等のセクター間を移動する研究者数追加データ

（出典）総務省 「科学技術研究調査」を基に作成。

セクター間の研究者の移動数

セクター間で転入する研究者数全般は、一時的減少はあるものの長期的に見れば増加傾向にある。
内訳では「非営利団体・公的機関から大学等」が最も多く、過去20年間でほぼ倍増。
一方、「大学等から企業」、「企業等から大学」はいずれも停滞しており、「企業から非営利団体・公的機関」は
減少傾向。
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28(11)ポスドク人数・年齢階層別ポスドク数追加データ

ポスドク人数

（出典）
文部科学省・文部科学省科学技術・学術政策研究所、調査資料-304、ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（2018年度実績）、 2021年3月

ポスドク年齢階層

ポスドク人数・年齢階層では、若手（29歳以下）は減少傾向であったが、直近は横ばい。
一方で、近年は35歳以上のポスドクが全体の半数を占めている。特に40歳以上が大きく増加。
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29(12)任期無し教員の年齢構成追加データ

（出典）文部科学省調べに基づき内閣府作成

任期無し教員の年齢階層別変化

任期無し教員は、2018年度時点で50～54歳（7,639人）が最も多く、次いで45～49歳（7,583人）、
55～59歳（7,366人）ミドル・シニア世代が占める。
若手（29歳以下、30～34歳、35～39歳）はいずれも減少傾向。
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30(13)URAの配置状況追加データ

（出典）
文部科学省「大学等における産学連携等実施状況（令和元年度実績）」

URAの配置人数 URAの年齢構成割合

50歳以上が57％

キャリアパスの1つとして、URAの配置人数は一時期急増したが、現在は微増。年齢構成割合は50歳
以上が約57％。若手（39歳以下）は16％に留まる。
（ただし、いずれも博士号取得者とは限らないので注意が必要）
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